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計画策定 実行           
【情報収集支援】
①地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）
②候補企業を２０００社選出・公表

【支援措置】
事業のニーズに合わせて集中的に支援

設備投資

財政 金融

規制 特例措置等

○減税措置
○固定資産税等の減免に伴う補填措置

○地方創生推進交付金 活用 等
(H29年度予算1,000億円)

○事業者から地方公共団体に対する
事業環境整備の提案手続の創設 等

○事業者が地域経済牽引事業計画を策定

都道府県知事が承認

● 国の基本方針に基づき、市町村及び都道府県は基本計画を策定し、国が同意。
● 事業者は、地域経済牽引事業計画を策定し、都道府県知事が承認
● 国は、地方公共団体及び地域経済牽引事業者を支援。

２．地域未来投資促進法の基本スキーム

※地域経済牽引事業の承認を受けた計画については、 別枠で重点的に支援

地域経済牽引事業計画
・地域経済牽引事業の内容及び実施時期
・地域経済牽引事業の経済的効果
・活用する地域の特性 × 活用する分野
 特例措置 関  事項
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３．地域未来投資促進法に基づく大分県の基本計画の概要

２．地域経済牽引事業の促進による経済的効果に関する目標

・付加価値増加額 ８３，３３３百万円(5.0％)
・承認事業件数 ３５件
・平均所得増加額 １１２千円(4.0％)
・雇用創出者数 ６，３４０人

３．地域経済牽引産業
（下記のいずれかに該当すること）

①自動車関連産業
②電子・電気・機械関連産業
③素材型・造船関連産業
④医療関連機器産業
⑤環境・エネルギー関連産業
⑥食品・農林水産関連産業
（県内の特産物を活用した場合に限る）
⑦サービス産業（県内の観光資源を活用した場
合に限る）

⑧第４次産業革命(情報関連産業）
⑨航空関連産業
⑩物流関連産業

１．促進区域 全県１８市町村（１４市３町１村）

４．地域経済牽引事業の承認要件
（下記３つを満たすこと）

（１）上記「３．地域経済牽引産業」であること
（２）付加価値額が3,506万円以上増加すること
（３）県内の事業者に対する相当の経済的効果を及ぼ

すこと（下記４つのいずれかを満たすこと）

①県内の事業者間での取引額が2,500万円増加
②県内に所在する事業者の売上げが２億９千万円増加
③県内に所在する事業者の雇用者数が10人増加
④県内に所在する事業者の雇用者給与等支給額が2,800万円
増加

※(２)､(３)については、事業計画の計画期間が５年の場合を想定しており
それよりも計画期間が短い場合は、その計画期間を５年で按分した値と
する。

国の同意：平成２９年９月２９日付け
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